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(57)【要約】
【課題】集成材の耐火性能又は集成材の荷重支持部の耐
火性能を容易に評価する。
【解決手段】荷重支持部５２は心材７２の密度が大きい
ほど温度伝導率が小さく温度が上がりにくい。よって、
密度が大きい心材７２Ｂで構成された荷重支持部５２Ｂ
の方が、密度が小さい心材７２Ａで構成された荷重支持
部５２Ａよりも、温度が上がりにくい。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　集成材を予め定められた条件で加熱した場合に、前記集成材における燃代層の内側に設
けられ荷重を支持する荷重支持部が、加熱時及び加熱後に予め定められた温度以下である
ことを判定基準とする耐火性能の試験方法において、
　前記集成材の前記荷重支持部を構成する木材の密度を樹種によって特定する工程と、
　前記予め定められた条件で加熱する耐火実験を行って前記判定基準を満たす集成材を求
める工程と、
　前記耐火実験で判定基準を満たした前記集成材を構成する木材の密度よりも大きい密度
の樹種の木材が前記荷重支持部を構成する集成材は、前記判定基準を満たすと判定する工
程と、
　を備える耐火性能の試験方法。
【請求項２】
　集成材における燃代層の内側に設けられ荷重を支持する荷重支持部は、前記荷重支持部
を構成する木材の密度が大きいほど温度伝導率が小さく耐火性能が高いと評価する耐火性
能の評価方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、耐火性能の評価方法、及び耐火性能の試験方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、火災が終了する頃の集成材内部への炭化を防止することができ、自然
に燃え止まることにより架構の崩壊を防ぐことができる耐火集成材に関する技術が開示さ
れている（特許文献１を参照）。
【０００３】
　建築基準法上の耐火建築物は、火災が終了した後であっても建ち続けることが条件であ
り、所定の耐火加熱を加えた後であっても、その部材に期待されている耐火性能（荷重支
持能力、遮熱性、遮炎性）が失われないことが必要とされている。
【０００４】
　したがって、構造部材（柱や梁等）となる集成材は、建築基準法に基づく耐火性能試験
を受けて合格し、耐火認定を取得する必要がある。そして、現在は、集成材を構成する木
材の樹種毎にそれぞれ耐火認定試験を受けて耐火認定を取得している（例えば、非特許文
献１を参照）。
【０００５】
　しかし、木材の樹種は膨大な数があり、樹種毎にそれぞれ耐火認定試験を受けて集成材
の耐火認定を取得すると、認定に掛かる期間、労力、費用等における負担が大きい。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－３１７４３号公報
【非特許文献】
【０００７】
【非特許文献１】官庁施設における木造耐火建築物の整備手法に関する検討（国土交通省
）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上記事実に鑑み、集成材の耐火性能又は集成材の荷重支持部の耐火性能を容
易に評価することが課題である。
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【課題を解決するための手段】
【０００９】
　請求項１の発明は、集成材を予め定められた条件で加熱した場合に、前記集成材におけ
る燃代層の内側に設けられ荷重を支持する荷重支持部が、加熱時及び加熱後に予め定めら
れた温度以下であることを判定基準とする耐火性能の試験方法において、前記集成材の前
記荷重支持部を構成する木材の密度を樹種によって特定する工程と、前記予め定められた
条件で加熱する耐火実験を行って前記判定基準を満たす集成材を求める工程と、前記耐火
実験で判定基準を満たした前記集成材を構成する木材の密度よりも大きい密度の樹種の木
材が前記荷重支持部を構成する集成材は、前記判定基準を満たすと判定する工程と、を備
える耐火性能の試験方法。
【００１０】
　請求項１に記載の発明では、温度の伝導の良否は温度伝導率Ｋに比例することを利用し
ている。この温度伝導率Ｋ（m2/s）は、
　K＝λ/（ｃ・ρ）
　に示す熱伝導率λを比熱cと密度ρで除した物性値である。
【００１１】
　ここで、木材においては、熱伝導率λと密度ρとの間には、
　λ=(0.1953ρ＋25.5)×10-6　（ｋW/ｍK）
　の関係があることが知られている。
【００１２】
　また、木材の比熱は、樹種によらず略同じとされ、気乾状態では、
　0.38kcal/kg・℃＝1.57J/g・℃
　とされている。
【００１３】
　これら木材における[熱伝導率λと密度ρとの関係]と［比熱］とから、前述した温度伝
導率Ｋ（m2/s）は下記の［数１］の式となる。
【００１４】
【数１】

【００１５】
　そして、上記［数１］の式から、密度ρが大きいほど、温度伝導率Ｋが小さい、すなわ
ち、温度が上にくいことが判る。よって、密度ρが大きいほど、温度が上がりにくい、す
なわち、耐火性能が高いといえる。
【００１６】
　このことから、耐火実験を行って荷重支持部が加熱時及び加熱後に予め定められた温度
以下であるとする判定基準を満たすと判定された集成材がある場合、この集成材の荷重支
持部を構成する木材の密度よりも大きい密度の樹種の木材で構成された荷重支持部を有す
る集成材も、耐火実験をすることなく判定基準を満たすと判定することができる。よって
、集成材の耐火性能を容易に評価することができる。
【００１７】
　なお、各工程は、適宜順番を入れ変えて実施してもよい。例えば、木材の密度を特定す
る工程は、耐火実験の後で行ってもよい。
【００１８】
　請求項２の発明は、集成材における燃代層の内側に設けられ荷重を支持する荷重支持部
は、前記荷重支持部を構成する木材の密度が大きいほど温度伝導率が小さく耐火性能が高
いと評価する耐火性能の評価方法。
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【００１９】
　請求項２に記載の発明では、温度の伝導の良否は温度伝導率Ｋに比例することを利用し
ている。そして、密度ρが大きいほど、温度伝導率Ｋが小さく、温度が上がりにくい、す
なわち、耐火性能が高いといえる。したがって、荷重支持部を構成する木材の密度で、集
成材の荷重支持部の耐火性能を容易に評価することができる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、集成材の耐火性能又は集成材の荷重支持部の耐火性能を容易に評価す
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】耐火集成材で構成された木造柱を示す断面斜視図である。
【図２】耐火集成材で構成された木造梁を示す断面斜視図である。
【図３】木材の温度伝導率と密度との関係を示すグラフである。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
＜耐火集成材＞
　まず耐火集成材について説明する。
【００２３】
　図１に示す木造柱１０及び図２に示す木造梁２０は、耐火集成材５０で構成されている
。図１及び図２に示すように、耐火集成材５０は、荷重を支持する荷重支持部（心材部）
５２、モルタルバー６０が埋設された燃止層（もえどまりそう）５４、及び燃代層（もえ
しろそう）５６の３層で構成されている。
【００２４】
　荷重支持部５２は耐火集成材５０の中心部分に設けられ、燃止層５４は荷重支持部５２
の外側に荷重支持部５２を取り囲むように設けられ、燃代層５６は燃止層５４の外側に燃
止層５４を取り囲むように設けられている。
【００２５】
　そして、火災時には外側の燃代層５６が燃焼し炭化して炭化層となることで断熱効果を
発揮すると共に燃止層５４を構成するモルタルバー６０が熱を吸収しながら燃焼を停止さ
せることで、中心部にある荷重を支持する荷重支部部５２を火災から保護する。
【００２６】
　耐火集成材５０の作製方法は特に限定されるものではないが一例を説明する。荷重支持
部５２は木材からなる心材７２を積層し圧締（接着剤を塗布した被着材に圧力を加えて密
着させ、接着剤が充分硬化するのをまって接着を完了する操作）することによって作製さ
れている。そして、燃止層５４及び燃代層５６は、木材からなる燃代材７４を荷重支部部
５２の周囲に燃止層５４（モルタルバー６０）と共に積層し接着することによって耐火集
成材５０が作製されている。
【００２７】
　なお、耐火集成材５０の心材７２及び燃代材７４は、木材によって形成されていればよ
い。例えば、心材及び燃代材は、米松、唐松、檜、杉、あすなろ等の一般の木造建築に用
いられる木材（以下、「一般木材」とする）によって形成してもよいし、これらの一般木
材を角柱状の単材に加工し、この単材を複数集成し単材同士を接着剤により接着して一体
化することによって形成してもよい。
【００２８】
　また、燃止層５４は、火炎及び熱の進入を抑えて燃え止まり効果を発揮できる層であれ
ばよい。例えば、燃止層５４は、難燃性を有する層や熱の吸収が可能な層であればよい。
【００２９】
　難燃性を有する層としては、木材に難燃薬剤を注入して不燃化処理した難燃薬剤注入層
が挙げられる。熱の吸収が可能な層は、一般木材よりも熱容量が大きな材料、一般木材よ
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りも断熱性が高い材料、又は一般木材よりも熱慣性が高い材料によって形成してもよいし
、これらの材料と一般木材とを組み合わせて形成してもよい。また、難燃性を有する層と
、熱の吸収が可能な層とを組み合わせて燃止層を形成してもよい。また、一般木材よりも
熱容量が大きな材料としては、モルタル、石材、ガラス、繊維補強セメント、石膏等の無
機質材料、各種の金属材料などが挙げられる。一般木材よりも断熱性が高い材料としては
、珪酸カルシウム板、ロックウール、グラスウールなどが挙げられる。一般木材よりも熱
慣性が高い材料としては、セランガンバツ、ジャラ、ボンゴシ等の木材が挙げられる。
【００３０】
＜荷重支部の耐火性能＞
　つぎに、図１に示す木造柱１０及び図２に示す木造梁２０を構成する耐火集成材５０の
荷重支持部５２の耐火性能について説明する。
【００３１】
　木材は、炭化する炭化温度に樹種による差が殆ど無いことは周知とされている。また、
温度の伝導の良否は温度伝導率Ｋに比例する（炭化温度及び温度伝導率に関する詳しい説
明は後述する）。
【００３２】
　温度伝導率Ｋ（m2/s）は、
　K＝λ/（ｃ・ρ）
　で示される、熱伝導率λを比熱cと密度ρで除した物性値である。
【００３３】
　木材においては、熱伝導率λと密度ρとの間には、
　λ=(0.1953ρ＋25.5)×10-6　（ｋW/ｍK）
　の関係があることが知られている（木材における熱伝導率λと密度ρとの関する詳しい
説明は後述する）。
【００３４】
　また、木材の比熱は、樹種によらず略同じとされ、気乾状態では、
　ｃ＝0.38kcal/kg・℃＝1.57J/g・℃
　とされている（木材の比熱に関する詳しい説明は後述する）。
【００３５】
　これらから、上述した熱伝導率λを比熱cと密度ρで除した物性値である温度伝導率Ｋ
は、下記の[数１]の式となる。
【００３６】
【数１】

【００３７】
　そして、上記［数１］の式をグラフ化したものを図３に示す。この図３のグラフを見る
と判るように、横軸の木材の密度ρが大きくなるに従って、縦軸の温度伝導率Ｋが小さく
なっており、密度が小さいほど、温度が上にくいことが判る。つまり、木材は、密度ρが
大きいほど、温度が上がりにくい、すなわち、耐火性能が高いことが判る。
【００３８】
　よって、図１及び図２に示す耐火集成材５０における燃代層５４の内側に設けられ荷重
を支持する荷重支持部５２は、荷重支持部５２を構成する心材７２の密度が大きいほど温
度伝導率が小さく耐火性能が高いと評価することができる。
【００３９】
＜耐火集成材の耐火性能の試験方法＞
　つぎに、図１に示す木造柱１０及び図２に示す木造梁２０を構成する耐火集成材５０の
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耐火性能の試験方法について説明する。
【００４０】
　前述したように、耐火集成材５０は、火災時には外側の燃代層５６が燃焼し炭化して炭
化層となることで断熱効果を発揮すると共に燃止層５４を構成するモルタルバーが熱を吸
収しながら燃焼を停止させることで、中心部にある荷重を支持する荷重支持部５２を火災
から保護する。
【００４１】
　ここで、耐火集成材（木造耐火部材）５０の建築基準法に基づく耐火性能試験の判定基
準は、予め定められた条件で加熱した場合の加熱時及び加熱後における、
　・部材の変位（柱なら縮み、梁ならたわみ）
　・部材の変位速度（単位時間当たりの変位）
　・荷重支持部の温度が炭化しない温度以下（２６０℃以下）
　の三つの項目の評価である。
【００４２】
　荷重支持部５２の温度は、表面の温度が高く内部に行くほど温度が低くなる。そして、
荷重支持部５２の表面が、炭化する温度の２６０℃近くになった場合でも、荷重支持部５
２全体は、荷重支持能力を有しており、部材の変位の変化は殆どない。
【００４３】
　したがって、上記の三つ目の項目の「荷重支持部の温度が炭化しない温度以下（２６０
℃以下）」を満足すれば、上の二つの項目の「部材の変位（柱なら縮み、梁ならたわみ）
」及び「部材の変位速度（単位時間当たりの変位）」も満足する。よって、耐火集成材（
木造耐火部材）５０の耐火性能の評価（合否）は、実質的には荷重支持部５２の表面が炭
化する温度以下であることで判定するこができる。すなわち、耐火集成材５０の耐火性能
の試験は、耐火集成材５０を予め定められた条件で加熱した場合に荷重支持部５２の表面
の温度が加熱時及び加熱後に予め定められた温度（炭化温度２６０℃）以下であることを
判定基準とすることできる。
【００４４】
　ここで、樹種Ａからなる心材７２Ａで構成された荷重支持部５２Ａの耐火集成材５０Ａ
と、樹種Ｂからなる心材７２Ｂで構成された荷重支持部５２Ｂの耐火集成材５０Ｂと、が
あり、樹種Ａの心材７２Ａの密度よりも樹種Ｂの心材７２Ｂの密度が大きいとする。
【００４５】
　なお、耐火集成材５０Ａと耐火集成材５０Ｂとは心材７２の樹種が異なる以外は同じ構
造である。また、耐火集成材５０は、荷重支持部１１０を構成する心材７２の樹種による
ことなく、荷重支部５２の表面温度は同じである。
【００４６】
　そして、前述したように荷重支持部５２は、心材７２の密度が大きいほど温度伝導率が
小さく温度が上がりにくい。よって、密度が大きい心材７２Ｂで構成された荷重支持部５
２Ｂの方が、密度が小さい心材７２Ａで構成された荷重支持部５２Ａよりも、温度が上が
りにくい。
【００４７】
　したがって、耐火集成材５０Ａを予め定められた条件で加熱する耐火実験を行い加熱時
及び加熱後に荷重支持部５２Ａが予め定められた温度以下であった場合、同様の耐火実験
を行なわなくても荷重支持部５２Ｂも加熱時及び加熱後に予め定められた温度以下である
といえる。
【００４８】
　よって、前述した耐火集成材５０を予め定められた条件で加熱した場合に荷重支持部５
２が加熱時及び加熱後に予め定められた温度（炭化温度２６０℃）以下であることを判定
基準とする耐火性能の試験方法において、耐火集成材５０Ａに耐火試験を行って判定基準
を満たす場合、耐火集成材５０Ｂも耐火試験をすることなく判定基準を満たすと判定する
ことができる。
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【００４９】
　つぎに、具体的な耐火集成材の耐火性能の試験方法の手順の一例を示す。
　まず、耐火集成材５０の荷重支持部５２を構成する心材７２の密度を樹種毎に特定する
。なお、このとき樹種毎に複数の心材７２の密度を測定し平均をとる（平均値がその樹種
の密度の値とする）。
【００５０】
　つぎに、予め定められた条件で加熱する耐火試験を行って判定基準を満たす耐火集成材
５０Ａを求める。
【００５１】
　そして、耐火集成材５０Ａが判定基準を満たすと判定すると共に、樹種Ａからなる心材
７２Ａの密度よりも大きい密度の樹種Ｂからなる心材７２Ｂが荷重支持部５２Ｂを構成す
る耐火集成材５０Ｂも判定基準を満たすと判定する。
【００５２】
　なお、各工程は、適宜順番を入れ変えて実施してもよい。例えば、心材７２の密度を特
定する工程は、耐火実験の後で行ってもよい。
【００５３】
　ここで、上述した耐火試験の「予め定められた条件」及び「判定基準」とは、耐火認定
を取得するための建築基準法に基づく耐火性能試験の試験条件に準じている。よって、耐
火集成材５０Ａが建築基準法に基づく耐火性能試験を受けて合格し耐火認定を取得した場
合、耐火集成材５０Ｂも耐火性試験を受けることなく耐火認定を取得することができる。
【００５４】
　なお、ここでは説明を容易するため樹種Ａと樹種Ｂとの二つの樹種で説明したが、複数
の樹種を対象としてもよいことはいうまでもない。
【００５５】
＜作用効果＞
　つぎに本実施形態の作用及び効果について説明する。
【００５６】
　心材（木材）７２の密度ρが大きいほど、温度伝導率Ｋが小さく、温度が上がりにくい
、すなわち、耐火性能が高い。したがって、荷重支持部５２を構成する心材７２の密度を
測定することで、耐火集成材５０の荷重支持部５２の耐火性能を容易に評価することがで
きる。
【００５７】
　そして、実際に耐火集成材５０Ａに耐火実験を行って加熱時及び加熱後に予め定められ
た温度（炭化温度）以下であるとする判定基準を満たす場合、荷重支持部５２Ａを構成す
る樹種Ａからなる心材７２Ａの密度よりも大きい密度の樹種Ｂからなる心材７２Ｂで構成
された荷重支持部５２Ｂの耐火集成材５０Ｂも、耐火実験をすることなく判定基準を満た
すと判定することができる。よって、耐火集成材の耐火性能を容易に評価することができ
る。
【００５８】
　また、耐火集成材５０Ａが建築基準法に基づく耐火性能試験を受けて合格し耐火認定を
取得した場合、耐火集成材５０Ｂも耐火性試験を受けることなく耐火認定を取得すること
ができる。よって、樹種毎にそれぞれ耐火認定試験を受けて耐火集成材の耐火認定を取得
する場合に比較し、認定に掛かる期間、労力、費用等における負担が軽減される。
【００５９】
　なお、前述したうように樹種Ａと樹種Ｂとの二つの樹種で説明したが、複数の樹種を対
象としてもよいことはいうまでもない。例えば、密度の大きさが樹種Ａ＜樹種Ｂ＜樹種Ｃ
＜樹種Ｄである場合、耐火試験を行った樹種Ａが判定基準を満たす場合（耐火認定を取得
した場合）、樹種Ｂ，樹種Ｃ，樹種Ｄも判定基準を満たすと判定することができる（耐火
認定を取得することができる）。
【００６０】



(8) JP 2014-129669 A 2014.7.10

10

20

30

40

50

＜詳細説明＞
　つぎに、上記説明で「詳細は後述する」と記載した事項について詳しく説明する。
【００６１】
［温度伝導率Ｋ］
　まず、温度伝導率Ｋについて説明する。なお、温度伝導率は、温度拡散率、温度伝播率
、温度拡散係数等とも呼ばれている。
【００６２】
　物体の任意の位置（ｘ、ｙ、ｚ）の任意の時刻（ｔ）における温度をθ（ｘ、ｙ、ｚ）
で表すと、下記の［数２］の式となる。
【００６３】
【数２】

【００６４】
　物体の温度上昇をｄθとすると、それに要する熱量は、ｃρｄθ・ｄｘｄｙｄｚである
（ｃは比熱、ρｇは密度）。そして、これが前式［数２］に等しいとおけば、次式［数３
］となる。
【００６５】

【数３】

【００６６】
　さらに、熱伝導率λが物体内で一定であるならば、前式［数３］は次式［数４］となる
。
【００６７】

【数４】

【００６８】
　ここで、［数４］の右辺のＫはλ/（ｃ・ρ）であり、温度伝導率と呼ばれる物質ごと
に決まった値をとる物性値である。言い換えると、熱伝導率λを比熱cと密度ρとで除し
た物性値（熱容量（比熱c×密度ρ）当たりの熱伝導率λ）である。
【００６９】
　そして、左辺の温度上昇ｄθを時間ｔで微分した温度上昇の速さ（熱エネルギーの流れ
る速さ）は、右辺の温度伝導係数Ｋに比例することがわかる。すなわち、温度伝導率Ｋが
大きいほど温度変化が大きく温度が上がりやすいことを示している。別の観点から説明す
ると、熱伝導率λは熱の伝導の良否を示す物性値であるのに対して、温度伝導率Ｋは温度
の伝導の良否を示す物性値である。
【００７０】
　なお、温度伝導率は、当該技術者であれば周知の物性値であり、例えば、「伝熱概論（
著作者：甲藤好郎、発行者；株式会社養賢堂）　第２章」等の専門書に記載さている。
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【００７１】
［木材における熱伝導率λと密度ρとの関係］
　つぎに、木材における熱伝導率λと密度ρとの関係について説明する。
【００７２】
　木材は、極めて微細な細胞によって構成されているので、木材の内部の伝熱作用は、主
として伝導によって行われる。また、乾燥した空気の熱伝導率は２０℃において、０．０
２ｋｃａｌ/ｍｈ℃であり、木材の細胞壁の熱伝導率よりも非常に小さい。したがって、
木材の熱伝導率は、木材の比重に大きな影響を受ける。
【００７３】
　そして、木材においては、熱伝導率λと密度ρとの間には、相関関係があることが知ら
れている共に、
　λ=(0.1953ρ＋25.5)×10-6　（ｋW/ｍK）
　関係式が成り立つことが知られている。
【００７４】
　なお、この関係式は、Kollmannによって求められた回帰式（実験式）であり、例えば、
「木材工学　著作者；木材工学刊行会　発行者；株式会社養賢堂」等の専門書に記載され
ている。
【００７５】
［木材の比熱］
　つぎに、木材の比熱について説明する。
【００７６】
　木材の比熱は、密度ρ＝２３０～１１００の範囲においては、密度ρに関係なく略同じ
とされている。なお、比熱は木材の種類に関わらず、含水率の影響を受ける。
【００７７】
　比熱ｃは、
　ｃ＝（２６．６＋０．１１６ｔ＋ｕ）÷（１００＋ｕ）　ｔ：温度、ｕ：含水率 
　で表される。
【００７８】
　そして、気乾状態の木材の比熱は２０℃で
　ｃ＝0.38kcal/kg・℃＝1.57J/g・℃
　となる。
【００７９】
　このことは当該技術者であれば周知であり、例えば、「木材工学　著作者；木材工学刊
行会　発行者；株式会社養賢堂」等の専門書に記載されている。
【００８０】
［炭化温度］
　つぎに木材の炭化温度について説明する。
【００８１】
　木材は、樹種が異なっていても炭化温度には殆ど差が無いことは当該技術者であれば周
知である。また、日本においては、火災安全上、２６０℃を燃焼危険温度として防火評価
されている。よって、上記実施形態においては、２６０℃を炭化温度とした。なお、この
ことは、例えば、「木材の燃焼性および耐火性能に関する研究　１９９７年　原田寿郎（
１８ページ１行目～３行目）」等の専門書に記載されている。
【００８２】
＜その他＞
　尚、本発明は上記実施形態に限定されない。
【００８３】
　例えば、耐火集成材５０は図１及び図２に示す構成に限定されない。燃代層の内側に荷
重を支持する荷重支持部が設けられた構成であればよい。
【００８４】
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　更に、本発明の要旨を逸脱しない範囲において種々なる態様で実施し得ることは言うま
でもない
【符号の説明】
【００８５】
　　　５０　　　耐火集成材（集成材の一例）
　　　５２　　　荷重支持部
　　　５６　　　燃代層
　　　７２　　　心材（木材の一例）

【図１】 【図２】



(11) JP 2014-129669 A 2014.7.10

【図３】
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